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平成２３年度（第１３期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２３年度（第１３期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 
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ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

佐々木 ・ 前 川   
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１ ． 当 期 の 事 業 の 概 況 

 

当事業年度における世界経済は、欧州の政府債務危機に伴い先進国経済に不安定さが増

すとともに、新興国経済の成長にも鈍化の動きがみられ、総じて景気の回復が減速傾向と

なりました。わが国経済は、東日本大震災後の厳しい状況から需要・供給両面で回復が進

みましたが、世界経済の減速や、長引く円高、タイの洪水被害などの影響により、持ち直

しの動きは緩やかなものになりました。 

情報通信は、ＩＣＴが高度に利活用されるユビキタス（※1）ネットワーク社会の形成に

向け、社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上等に大きく貢献することが

期待されており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところです。また、情報通

信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートフォンやタブレット端末等

の普及により、ニーズの高度化・多様化が更に進み、映像・音楽配信等のプラットホーム

型のサービスやクラウドサービスが拡大するなど、市場の構造変化が進展しており、地域

通信市場においては、光アクセスやＣＡＴＶを利用したブロードバンドサービスの競争が

活発に展開されるなか、ＩＰ化に伴う固定と移動、通信と放送、更には、多様な無線端末

の活用によるサービスの融合が進展するなど、大きく変化してきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様のご期待に沿い、真に

世の中のお役に立てる「お客様志向の企業グループ」として、良質かつ安定的なユニバー

サルサービスの提供・維持に努めるとともに、平成 20 年 5 月に日本電信電話株式会社が策

定したＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現に向け、

ＮＧＮ（※2）の構築とそのネットワークを活用した新しいサービス・商品提供を通じて、

お客様のニーズにあった安心・安全で信頼性の高い魅力的なブロードバンド・ユビキタス

サービスの普及・拡大に積極的に努めてきました。 

 

 

〈1〉光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、お

客様が“より快適で安心・安全”に、“いつでもどこでも何にでも”つながるブロードバン

ド・ユビキタスネットワーク環境の実現を目指して取り組んでいくなか、サービス提供開

始から 10 周年を迎えた「フレッツ光」（※3）は、契約数 700 万回線を突破しました。「フレ

ッツ光」は様々な用途に利用の場を広げながら、暮らしやビジネスを支えるサービスとし

て個人のお客様から企業のお客様まで幅広いお客様からご支持をいただき、発展・成長を

遂げてまいりました。 

「フレッツ 光ネクスト」においては、ＩＰｖ4 のアドレス枯渇問題（※4）に対応するた

めに、ＩＰｖ6アドレス（※5）によるインターネット（ＩＰｖ6 ＰＰＰｏＥ及びＩＰｖ6 Ｉ

ＰｏＥ）接続機能（※6）を提供開始したほか、ひかり電話に関しても、エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーションズ株式会社が提供する「テレドーム」への発信を、可能とするなどサ

ービス拡充に取り組みました。 

「フレッツ光」の利用拡大に向けて、月額利用料 2,940 円から始められ、いくらお使い
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いただいても月額利用料の上限料金は 5,880 円となる二段階の定額料金でご利用いただけ

る「フレッツ 光ライト」の提供を開始したほか、「フレッツ・テレビ」（※7）の更なる提供

エリア拡大、株式会社愛媛ＣＡＴＶ様との協業による「愛媛ＣＡＴＶ＆フレッツ光」の提

供開始など、更なる映像系サービスの拡充に取り組みました。 

また、スマートフォン・タブレット端末等Ｗｉ－Ｆｉ端末の急速な増加による外出先で

のＷｉ－Ｆｉ利用ニーズの高まりに対応し、お客様の利便性向上をより一層図るため、公

衆無線ＬＡＮサービス「フレッツ・スポット」の月額利用料の値下げを行うとともに、「Ｃ

ＬＵＢ ＮＴＴ－Ｗｅｓｔ」（※8）のポイント交換特典による実質無料での利用提供並びに

スマートフォン・タブレット端末等の幅広い端末から利用可能な「Ｗｅｂ認証方式」（※9）

に対応したエリア拡大を平成 24 年 2 月から開始いたしました。 

そのほか、「家中のデジタル機器をネットワークにつなぐことで、毎日の暮らしや情報の

共有がより簡単・便利・快適に。更に、今まで個人で楽しんでいたことを、家族や離れた

家同士など、みんなで楽しめるようにする」という構想である「家デジ（家まるごとデジ

タル化）」をサポートするサービスとして、月々定額料金をお支払いいただくことでお持ち

のパソコンやテレビの故障に対し、機器購入時でなくても機器の購入日から最長 5 年間の

延長補償をお申し込みいただける「ひかり機器保証」サービスを提供開始いたしました。 

加えて、「家デジ」事業を推進するにあたって重要となるサポートサービスについては、

「家デジ」の最新サービスや機器をお客様目線で体感できる環境を用意するとともに技術

力、顧客対応力の育成を目的としてＮＴＴ西日本研修センタ内に研修環境を構築し、配線

方法や新サービス、機器の研修を開始しました。 

更に、離れた 2拠点を「演奏環境ソリューション」の技術を活用し、通信カラオケ機「Ｌ

ＩＶＥ ＤＡＭ」で接続をすることにより、遠隔カラオケデュエットを実現する検証を、

株式会社第一興商様、ヤマハ株式会社様と共に実施しました。 

 

 

〈2〉ソリューションビジネスの取り組み 

大規模並びに中小事業所様向けの取り組みとしては、クラウドビジネスを西日本グルー

プ全体の成長戦略として本格化させるためのプロジェクトを 4 月 1 日法人営業本部に設置

しました。 

クラウドサービス拡充の取り組みとしては、自治体や医療・保健機関の団体（コミュニ

ティー）向けに、「Ｂｉｚひかりクラウド」のサービスラインアップの拡充を図り、テレビ

電話を活用した遠隔地間での健康相談が可能なクラウド型遠隔健康相談サービス「Ｂｉｚ

ひかりクラウド コミュニティー 遠隔健康相談」を、また、教育委員会及び小中学校の

教職員向けに、サーバー等のＩＴ資産を所有することなく、ネットワークを経由して校務

業務を行うことができるクラウド型校務支援サービスを提供開始いたしました。 

自治体様と連携した取り組みとしては、熊本県・市と「ＩＣＴの利活用による地域活性

化等に関する包括連携協定」の締結を契機としたスマートひかりタウン熊本プロジェクト

を立ち上げ、行政・地元企業・住民の実証事業参画を前提にタウン型クラウドやサービス

の検討を開始しました。 

その他、事業所様向けサービス拡充の取り組みとしては、オフィス内の情報機器等にお

けるお客様サポート（故障、トラブル等）のワンストップ（※10）化に向けた相互協力体制

の構築（サポート連携）について、キヤノンマーケティングジャパン株式会社様、リコー

ジャパン株式会社様、東芝テック株式会社様、アライドテレシス株式会社様とも新たに連
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携を開始するなど、更なるサポートサービスの充実に向けて取り組みました。 

 

 

〈3〉事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、電気通信事業法等の改正（平成 23 年 11 月 30 日施行）に伴い、

公正競争確保に向けた体制の整備等を実施しました。 

また、東日本大震災の教訓を踏まえ、東海地震、東南海・南海地震等の連動地震の発生

を想定した防災訓練を実施するとともに、設備事故の未然防止に向け、引込線垂下りによ

る第三者事故の増加に対する対策として、点検エリア選定にあたっての優先条件を決定し、

「計画的設備点検」に取り組みました。 

その他、お客様のお問い合わせに対して専門のオペレーターによる様々なサポートを提

供することでご好評をいただいている、「リモートサポートサービス」の運用強化及び機能

強化の取り組みとして、リモートサポートサービスの即日受付を開始しました。 

黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、光サービス工事の更な

る効率化として、マンション系（ＶＤＳＬ方式）オーダーの無派遣工事を推進し、廃止工

事については約 9割超、開通工事についても 8割を超える工事を無派遣で実施しました。 

 

 

〈4〉ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケー

ション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献してい

くことを謳った、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）を基本に、「コンプ

ライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた価値創造」の 3 つをＣＳＲ

活動の柱に掲げるとともに、「視える化」指標を策定し、社員一人ひとりが法令等の遵守、

安心・安全な通信サービスの提供、環境負荷軽減などのＣＳＲ活動に取り組みました。 

特に「コンプライアンスの徹底」については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがす

リスクの高い 5 項目（「業務上の不正」「飲酒運転」「情報セキュリティ事故」「パワーハラ

スメント」「人権の尊重」）の発生防止等の全社的な取り組みの推進を行いました。 

また、平成 22 年 11 月に制定された「ＮＴＴグループ環境ビジョン（ＴＨＥ ＧＲＥＥ

Ｎ ＶＩＳＩＯＮ 2020）」に基づく、環境グランドデザイン（新たな自主行動計画目標）

の達成に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物削減に取り組んだほか、環境負

荷低減に役立つＩＣＴソリューションを活用した新しいワークスタイルを実践・提案する

モデルオフィスを、大阪・名古屋・福岡の 3拠点に構築しました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「ＮＴ

Ｔ西日本グループＣＳＲ報告書 2011」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも積極

的に取り組みました。 

更に、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、発災直後からグループ連携のもと、

停電地域に対する移動電源車を活用した通信設備への給電支援、ポータブル衛星機器を利

用した特設公衆電話の開設、自治体庁舎をはじめとした重要機関に対する通信の確保、Ｎ

ＴＴ東日本からの要請による釜石市や大船渡市など岩手県南部を中心とした地域の設備復

旧支援活動などに取り組み、延べ約 2,000 名の社員が、復旧・支援活動を行いました。 

加えて、近畿・東海地方に記録的な集中豪雨をもたらし、ＮＴＴ西日本の通信設備に大
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きな被害を与えた台風 12 号・15 号では、自治体や自衛隊等との緊密な連携とグループ各

社の社員の昼夜を問わない復旧活動により、通信サービスの早期復旧に取り組みました。 

また、東日本大震災に端を発した電力不足への対応として、通信ビル・オフィスビル双

方で最大限の電力削減施策を実施しました。 

 

 

〈5〉営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 6,763 億円（前年同期比 4.6%減）、営業利益は

370 億円（前年同期比 25.4％減）、経常利益は 423 億円（前年同期比 32.8％減）、当期純利

益は 204 億円（前年同期比 58.2％減）となりました。 

 

※1：インターネットなどの情報ネットワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境のこと。「遍在する。同

時に、いたるところに、存在する。」という意味のラテン語を語源としている。 

※2：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※3：「フレッツ 光ネクスト」、「フレッツ・光プレミアム」及び「B フレッツ」の総称。 

※4：近年のインターネット利用者の増加によって、現在のインターネット標準プロトコルであるＩＰｖ４アドレスが枯

渇し、お客様に割り当てるＩＰアドレスが無くなることで、新規のお客様がインターネットに接続できなくなる

問題。 

※5：「Internet Protocol Version6」の略であり、現行のインターネットの標準プロトコルであるＩＰｖ４の次期バージ

ョンのプロトコル。 

※6：ＰＰＰｏＥ及びＩＰoＥプロトコルを用いて、お客様宅内に新たに設置する対応アダプターからインターネットサ

ービスプロバイダー様に接続するＮＴＴ西日本設備までの通信を行う方式 
※7：NTT 西日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」または「フレッツ・光プレミアム」、「フレッ

ツ・テレビ伝送サービス」及び株式会社オプティキャストが提供する放送サービス「オプティキャスト施設利

用サービス」のご契約により、地上放送（デジタル／アナログ）と BS 放送（デジタル／アナログ）等が受信で

きるようになるサービス。 

※8：インターネットの活用支援情報の受信やネットのトラブルにメールと電話でお応えするサポートの利用に加

え、毎月ポイントを貯めて特典との交換もできるＮＴＴ西日本の会員制プログラム（入会金・年会費無料）。 

※9：ＮＴＴ西日本が発行する ID（フレッツ・スポット認証 ID）とパスワード（フレッツ・スポット認証 PW）を使って認

証する方式で、一般的な Wi-Fi 対応機器でご利用でき、無線規格「IEEE802.11a/b/g」に対応。 

※10：様々な手続きを 1 ヶ所で一括して処理すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５１２，７９４ ４８５，９６７ △ ２６，８２７

　　　　空中線設備 ７，６０７ ７，１５８ △ ４４９

　　　　端末設備 ２１，３４３ ２１，１８８ △ １５４

　　　　市内線路設備 ８６２，７２６ ８９２，３１２ ２９，５８５

　　　　市外線路設備 ２，９８４ ２，８５８ △ １２５

　　　　土木設備 ５８０，９３０ ５７１，７６３ △ ９，１６６

　　　　海底線設備 １，９７７ ２，４２７ ４４９

　　　　建物 ４１７，３４２ ３９７，１８５ △ ２０，１５７

　　　　構築物 １５，１１９ １４，５０７ △ ６１１

　　　　機械及び装置 １，０７４ １，２３７ １６３

　　　　車両及び船舶 １８０ ２０４ ２３

　　　　工具、器具及び備品 ３３，２４４ ３５，０６５ １，８２１

　　　　土地 １７７，２８８ １７６，４３５ △ ８５２

　　　　リース資産 ２，９４７ １，５８１ △ １，３６５

　　　　建設仮勘定 ２５，００１ ３１，１４７ ６，１４６

　　　　有形固定資産合計 ２，６６２，５６４ ２，６４１，０４２ △ ２１，５２１

　　　無形固定資産 ８３，８７２ ７７，０２４ △ ６，８４７

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，７４６，４３６ ２，７１８，０６６ △ ２８，３６９

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ３，７４２ ３，８７０ １２７

　　　　関係会社株式 ４３，９８１ ３９，８５２ △ ４，１２８

　　　　出資金 ２５２ ３９６ １４３

　　　　長期前払費用 ３，１９３ ３，１３３ △ ６０

　　　　繰延税金資産 １２５，１２０ ９９，１２１ △ ２５，９９９

　　　　その他の投資及びその他の資産 ８，３６４ ８，１１９ △ ２４５

　　　　貸倒引当金 △ ３９３ △ ３５２ ４０

　　　　投資その他の資産合計 １８４，２６１ １５４，１４０ △ ３０，１２１

　　固定資産合計 ２，９３０，６９８ ２，８７２，２０７ △ ５８，４９０

　流動資産

　　現金及び預金 １３０，３１３ １０３，３６２ △ ２６，９５１

　　受取手形 １９８ １９ △ １７９

　　売掛金 ２７２，９９４ ２９１，４８０ １８，４８５

　　未収入金 ２３，０６６ ２４，６０１ １，５３４

　　有価証券 ６ ６ －

　　貯蔵品 ２９，９３５ ３５，２１２ ５，２７６

　　前渡金 ２，４９７ １，２７３ △ １，２２４

　　前払費用 ６，０４９ ６，２９１ ２４１

　　繰延税金資産 ４，０３１ ３，５１９ △ ５１１

　　その他の流動資産 １０，１６０ ９，２７３ △ ８８６

　　貸倒引当金 △ ２，２２０ △ ２，８４０ △ ６１９

　　流動資産合計 ４７７，０３２ ４７２，１９９ △ ４，８３２

　資産合計 ３，４０７，７３１ ３，３４４，４０７ △ ６３，３２３

（平成23年３月31日） （平成24年３月31日）

２．比較貸借対照表 

科 目
第 12 期 第 13 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９５４，０９９ ９６０，９４７ ６，８４８

　　リース債務 ３，９７２ ２，３７０ △ １，６０２

　　退職給付引当金 ２５８，０４９ ２２４，６９５ △ ３３，３５４

　　ポイントサービス引当金 ４，８１５ ５，０９３ ２７８

　　未使用テレホンカード引当金 １４，２８０ １３，４８０ △ ８００

　　資産除去債務 ４３６ ３０５ △ １３１

　　その他の固定負債 １１，４１０ １１，２６６ △ １４３

　　固定負債合計 １，２４７，０６４ １，２１８，１５８ △ ２８，９０６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １４２，４２８ １３３，１５１ △ ９，２７６

　　買掛金 ７０，２９７ ７４，１２４ ３，８２６

　　短期借入金 ２３，０００ ３０，０００ ７，０００

　　リース債務 １，８３８ １，８３６ △ ２

　　未払金 ２３３，８１８ ２１８，５３１ △ １５，２８６

　　未払費用 １７，３３４ １５，７８３ △ １，５５１

　　未払法人税等 ６７４ ８３８ １６４

　　前受金 ３，４３１ ３，１３４ △ ２９７

　　預り金 ９６，９０８ １２２，０８４ ２５，１７６

　　前受収益 １０７ １０５ △ ２

　　資産除去債務 － ３９ ３９

　　その他の流動負債 ３９，２３５ ５，６３６ △ ３３，５９９

　　流動負債合計 ６２９，０７３ ６０５，２６５ △ ２３，８０８

　負債合計 １，８７６，１３７ １，８２３，４２３ △ ５２，７１４

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 ４９，６１１ ３８，９０５ △ １０，７０６

　　　利益剰余金合計 ４９，６１１ ３８，９０５ △ １０，７０６

　　株主資本合計 １，５３１，６６５ １，５２０，９５９ △ １０，７０６

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ ７２ ２４ ９６

　　評価・換算差額等合計 △ ７２ ２４ ９６

　純資産合計 １，５３１，５９３ １，５２０，９８３ △ １０，６０９

負債・純資産合計 ３，４０７，７３１ ３，３４４，４０７ △ ６３，３２３

（平成23年３月31日） （平成24年３月31日）

第 12 期 第 13 期
増 減 ( △ )科 目
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，５９７，３６２ １，５３７，８８７ △ ５９，４７４

　営業費用

　　営業費 ４０９，３８５ ４０８，２９９ △ １，０８６

　　運用費 １５，２６８ １４，０１４ △ １，２５４

　　施設保全費 ３９９，７２９ ３９０，８８６ △ ８，８４２

　　共通費 ７０，８４２ ６４，７１９ △ ６，１２３

　　管理費 ９３，６６９ ８９，０８５ △ ４，５８３

　　試験研究費 ４９，２５７ ４８，４１２ △ ８４４

　　減価償却費 ３６７，０５２ ３５４，３２６ △ １２，７２６

　　固定資産除却費 ４４，９７３ ４１，８１１ △ ３，１６１

　　通信設備使用料 ３２，３７９ ３０，６１３ △ １，７６５

　　租税公課 ６６，２６７ ６５，８９９ △ ３６７

　　営業費用合計 １，５４８，８２４ １，５０８，０６８ △ ４０，７５６

　電気通信事業営業利益 ４８，５３７ ２９，８１９ △ １８，７１７

附帯事業営業損益

　営業収益 １６０，６９６ １３８，４６０ △ ２２，２３５

　営業費用 １５９，５８７ １３１，２３６ △ ２８，３５１

　附帯事業営業利益 １，１０８ ７，２２３ ６，１１５

営業利益 ４９，６４６ ３７，０４３ △ １２，６０２

営業外収益

　受取利息 ４ ６ １

　有価証券利息 １ ２ １

　受取配当金 ２，１５１ １，１６０ △ ９９０

　物件貸付料 ４３，４９５ ３８，６６０ △ ４，８３４

　雑収入 ４，１８３ ４，８２６ ６４２

　営業外収益合計 ４９，８３５ ４４，６５６ △ ５，１７９

営業外費用

　支払利息 １６，３８３ １５，７３２ △ ６５０

　物件貸付費用 １４，６４８ １７，０３２ ２，３８３

　雑支出 ５，３７９ ６，５７２ １，１９２

　営業外費用合計 ３６，４１２ ３９，３３７ ２，９２５

経常利益 ６３，０６９ ４２，３６１ △ ２０，７０８

税引前当期純利益 ６３，０６９ ４２，３６１ △ ２０，７０８

法人税、住民税及び事業税 △ ６，５６４ △ ４，５９５ １，９６９

法人税等調整額 ２０，５４８ ２６，４６３ ５，９１４

当期純利益 ４９，０８５ ２０，４９３ △ ２８，５９２

第 12 期 第 13 期

増 減 （ △ ）
平成23年３月31日まで

 ３．比較損益計算書 

平成23年４月１日から平成22年４月１日から
平成24年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 25,529 25,529 1,507,583 56 56 1,507,640

当期変動額          

剰余金の配当    △ 25,003 △ 25,003 △ 25,003   △ 25,003

当期純利益    49,085 49,085 49,085   49,085

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 129 △ 129 △ 129

当期変動額合計 - - - 24,082 24,082 24,082 △ 129 △ 129 23,953

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 49,611 49,611 1,531,665 △ 72 △ 72 1,531,593

当事業年度  （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 49,611 49,611 1,531,665 △ 72 △ 72 1,531,593

当期変動額          

剰余金の配当    △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200   △ 31,200

当期純利益    20,493 20,493 20,493   20,493

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      96 96 96

当期変動額合計 - - - △ 10,706 △ 10,706 △ 10,706 96 96 △ 10,609

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 38,905 38,905 1,520,959 24 24 1,520,983

その他利益
剰余金

利益剰余金

評価・換算差額等

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

株主資本

純資産
合計

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ７２９，０８５ ６４６，８１６ △ ８２，２６８ △ １１．３

（再）基本料 ５０２，７０３ ４５７，６１０ △ ４５，０９２ △ ９．０

（再）通話料 ６１，８８４ ５１，１６２ △ １０，７２１ △ １７．３

（再）相互接続通話料 １０８，６９６ ９０，２４２ △ １８，４５４ △ １７．０

　ＩＰ系収入 ５８２，０９５ ６２９，４０２ ４７，３０７ ８．１

　専用収入（ＩＰ系除く） １３３，１０３ １２５，４９１ △ ７，６１２ △ ５．７

　電報収入 ２２，１６１ ２０，２８２ △ １，８７９ △ ８．５

　その他の電気通信事業収入 １３０，９１６ １１５，８９４ △ １５，０２１ △ １１．５

電気通信事業営業収益合計 １，５９７，３６２ １，５３７，８８７ △ ５９，４７４ △ ３．７

附帯事業営業収益合計 １６０，６９６ １３８，４６０ △ ２２，２３５ △ １３．８

営業収益合計 １，７５８，０５８ １，６７６，３４８ △ ８１，７１０ △ ４．６

 ５．営業実績 

第 12 期

平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで 平成24年３月31日まで

科 目

第 13 期
増　減　額

（△）平成23年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ６３，０６９ ４２，３６１ △ ２０，７０８

　減価償却費 ３７６，９９８ ３６３，５７９ △ １３，４１８

　固定資産除却損 １８，６３５ １７，６３７ △ ９９８

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ３７，９５１ △ ３３，３５４ ４，５９６

　売上債権の増加（△）又は減少額 ６，６４６ △ ２１，７０５ △ ２８，３５２

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ４，８２９ △ ４，５４６ ２８２

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ６，６２６ △ １８，９４７ △ １２，３２０

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ５２１ △ ７２ △ ５９４

　その他 ２７，１４９ ４６，４２８ １９，２７８

　小計 ４４３，６１４ ３９１，３７９ △ ５２，２３４

　利息及び配当金の受取額 ２，１５７ １，１６９ △ ９８８

　利息の支払額 △ １６，４２３ △ １６，３４６ ７６

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ３，０８２ ６，４１８ ９，５００

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４２６，２６６ ３８２，６１９ △ ４３，６４６

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３７９，３９３ △ ３４９，５７６ ２９，８１６

　固定資産の売却による収入 ３，４３４ １，６６０ △ １，７７４

　投資有価証券等の取得による支出 △ ２５０ △ １，４５４ △ １，２０４

　投資有価証券等の売却による収入 １３ ４８ ３５

　その他 △ ４３６ ２０１ ６３８

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３７６，６３１ △ ３４９，１２０ ２７，５１１

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １３０，０００ １４０，０００ １０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １５１，１７０ △ １４２，４２８ ８，７４２

　短期借入による増減（△）額 △ ３，９９９ △ ２５，０００ △ ２１，０００

　リース債務の返済による支出 △ １，８６８ △ １，８３６ ３２

　配当金の支払額 △ ２５，００３ △ ３１，２００ △ ６，１９６

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５２，０４３ △ ６０，４６４ △ ８，４２１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ２，４０９ △ ２６，９６４ △ ２４，５５５

現金及び現金同等物の期首残高 １３３，５２２ １３１，１１３ △ ２，４０９

現金及び現金同等物の期末残高 １３１，１１３ １０４，１４８ △ ２６，９６４

第 13 期

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成22年４月１日から 平成23年４月１日から
平成23年３月31日まで 平成24年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 12 期
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７．役 員 の 異 動 

 

 

（１）退任予定取締役 

    代表取締役副社長     伊 東  則 昭 

（ｺﾑｼｽﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 日本ｺﾑｼｽ㈱ 入社予定） 

 

（２）代表取締役予定者 

  代表取締役社長予定者 

     代表取締役副社長    村 尾  和 俊 

 

代表取締役副社長予定者 

常務取締役       小 椋  敏 勝 

       常務取締役       髙 畠  宏 一 

 

 

（注）・現代表取締役社長の大竹伸一氏については、当社取締役相談役とする予定です。 

・役員の異動は、内容が定まったものについて記載しております。この他の異動については、 

内容が定まった時点で発表いたします。 

 

以  上 


